
                                               

ご注意：本報道発表文は、本投資法人の平成 26 年 10 月期（第 19 期）の運用状況の予想及び分配金予想の修正並びに平成

27 年 4 月期（第 20 期）の運用状況の予想に関して一般に公表するための文章であり、投資勧誘を目的として作成され

たものではありません。本件募集等において投資を行う際は、必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売

出届出目論見書並びに訂正事項分（作成された場合）をご覧頂いた上で、投資家ご自身の判断でなさるようお願いいた

します。また、本報道発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933 年米国証券法に基づい

て証券の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集又は販売を行うことは出来ませ

ん。米国において証券の公募が行われる場合には、1933 年米国証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが

用いられます。プロスペクタスは、当該証券の発行法人又は当該証券の保有者より入手することができますが、これには

発行法人及びその経営陣に関する詳細な情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件募集等においては米

国における証券の公募は行われません。 
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平成 26 年 10 月期(第 19 期)の運用状況の予想及び分配金予想の修正 

並びに平成 27 年 4 月期(第 20 期)の運用状況の予想に関するお知らせ 

 

 

ケネディクス・オフィス投資法人（以下｢本投資法人｣といいます。）は、平成 26 年 7 月 8 日に公表した平成 26

年 10 月期（第 19 期：平成 26 年 5 月 1 日～平成 26 年 10 月 31 日）の運用状況の予想及び分配金予想につい

て、下記の通り修正いたします。また、平成 27 年 4 月期（第 20 期：平成 26 年 11 月 1 日～平成 27 年 4 月 30

日）の運用状況の予想について、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 平成 26年 10月期(第 19 期)の運用状況の予想及び分配金予想の修正 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

１口当たり 

分配金 

（利益超過分配

金は含まない） 

1 口当たり 

利益超過 

分配金 

前回発表予想（A） 
百万円 百万円 百万円 百万円 円 円 

12,800 4,996 3,517 3,515 (注） 9,900 0 

今回修正予想（B） 12,913 5,040 3,576 3,574 （注）10,060 0 

増減額（B）－（A） 112 43 59 59 160 － 

増減率 0.9％ 0.9％ 1.7％ 1.7％ 1.6％ － 

（注）「当期純利益」の概ね 100%を分配することを前提としています。 

【参考】平成 26年 10月期  : 期末発行済投資口数 355,010 口 
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２． 平成 27年 4月期(第 20期)の運用状況の予想の公表 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

１口当たり 

分配金 

（利益超過分配

金は含まない） 

1 口当たり 

利益超過 

分配金 

平成 27年 4月期 

（第 20期） 

百万円 百万円 百万円 百万円 円 円 

13,412 5,934 4,456 4,454 （注）11,000 0 

（注）「当期純利益」の概ね 100%を分配することを前提としています。 

【参考】平成 27年 4月期 : 予想期末発行済投資口数 404,885 口 

 

 

３． 修正及び公表の理由 

本投資法人は、本日開催の役員会において、新投資口の発行及び投資口の売出し（本書において「本件募集等」

といいます。）につき決議し、あわせて資産の取得及び貸借を決定しました。これに伴い、平成 27 年 4 月期（第 20期）

の運用状況の予想について新たに公表を行うものです。 

また、平成 26 年 10 月期（第 19 期）の運用状況の予想及び分配金予想についても、平成 26 年 7 月 8 日に公表し

ました平成 26年 10月期（第 19期）の分配金の予想について、5％以上の差異が生じる等の大幅な乖離は見込まれて

いませんが、平成 26年 7月 8日の公表後本日現在までに、資産の取得(注)をするなど運用状況の予想の前提条件が

変動したこと等を主な要因として、修正を行います。 

 

(注)資産の取得の詳細については、平成 26 年 8 月 25 日付で公表した「資産の取得（契約締結）に関するお知らせ

（広島駅前通マークビル・トーセン池袋ビル）」、平成 26 年 9 月 30 日付で公表した「資産の取得（契約締結）及び

貸借に関するお知らせ（千里ライフサイエンスセンタービル）」（平成 26 年 10 月 8 日付「（訂正）資産の取得（契約

締結）及び貸借に関するお知らせ（千里ライフサイエンスセンタービル）の一部訂正について」を含みます。）及び

平成 26 年 10 月 15 日付で公表した「資産の取得（契約締結）に関するお知らせ（アーバンスクエア横浜）」をご参

照ください。 

 

 

【注記】 

1. 本予想数値は、別紙記載の前提条件の下に算出した現時点のものであり、今後の不動産等の取得又は売却、

不動産市場等の推移、本投資法人を取り巻くその他の状況の変化等により、実際の営業収益、営業利益、経常

利益、当期純利益及び 1口当たり分配金並びに 1口当たり利益超過分配金は変動する可能性があります。また、

本予想は分配金の額を保証するものではありません。 

2. 上記予想と一定以上の乖離が見込まれる場合は、予想の修正を行うことがあります。 

3. 単位未満の数値は切り捨てて表示しています。     

 

*本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会  

*本投資法人のホームページアドレス：http://www.kdx-reit.com/ 

 

  

http://www.kdx-reit.com/
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【別紙】       

 

平成 26 年 10月期（第 19期）及び平成 27年 4 月期（第 20 期）の運用状況の予想の前提条件 

 

 

項目 前提条件 

計算期間 
 第 19期営業期間：平成 26年 5月 1日～平成 26年 10月 31日(184日) 

 第 20期営業期間：平成 26年 11月 1日～平成 27 年 4月 30日（181 日） 

運用資産 

 平成 26年 11月 6日現在保有している不動産及び不動産信託受益権は 94物件

ですが、平成 26年 11 月 6 日付で公表した「資産の取得（契約締結）及び貸借

に関するお知らせ（オフィスビル 5 物件）」に記載の通り、新投資口の発行に

より、以下に記載の 5 物件の運用資産を取得することを前提としています。 

・ 横浜西口ＳＩＡビル（オフィスビル）（平成 26年 12 月 2日取得予定） 

・ 新横浜 214 ビル（オフィスビル）（平成 26年 12月 2日取得予定） 

・ ＫＤＸ南本町ビル（オフィスビル）（平成 26年 12 月 2日取得予定） 

・ ビュレックス虎ノ門（オフィスビル）（平成 26年 12 月 3日取得予定） 

・ 中外東京海上ビルディング（オフィスビル）（平成 27年 1月 9日取得予定） 

なお、中外東京海上ビルディングについては、本投資法人による取得時までに

物件名称をＫＤＸ桜通ビルに変更する予定です。 

 上記以外に、第 20 期営業期間末までに運用資産の異動 (保有資産の譲渡、新

規物件の取得等) がないことを前提としています。 

 上記以外に特定目的会社の優先出資証券及び匿名組合出資持分を各 1銘柄保

有しています。第 20期営業期間末までに、平成 26年 9月 30日付で公表した「資

産の取得（契約締結）及び貸借に関するお知らせ（千里ライフサイエンスセンター

ビル）」に記載の通り、豊中プロパティー特定目的会社の優先出資証券が償還さ

れることを前提としています。 

 実際には運用資産の異動により変動する可能性があります。 

営業収益 

 賃貸事業収益は、運用資産の項目に記載した運用資産の異動による稼働日数の

差異の他、平成 26 年 11 月 6 日付現在で有効な賃貸借契約をもとに、過去の実

績に基づく季節的要因等の変動要素や昨今の不動産市況を考慮した上で算出

しています。 

 受取配当金については、第 19 期 1,679 百万円、第 20 期 595 百万円を想定して

います。なお、第 19 期受取配当金は、千里プロパティー特定目的会社の最終利

益配当を含んでいます。また第 20 期受取配当金は、豊中プロパティー特定目的

会社の最終利益配当を含んでいます。 

 テナントによる賃料の滞納又は不払いがないことを前提としています。 

営業費用 

 減価償却費以外の賃貸事業費用は、過去の実績値を基準として季節的要因を含

む費用の変動要素を反映して算出しています。 

 管理委託費（建物管理費等）については、第 19 期 1,073 百万円、第 20 期 1,249

百万円を想定しています。 

 公租公課（固定資産税・都市計画税等）については、第 19 期 914 百万円、第 20

期 965百万円を想定しています。 

 減価償却費については、第 19 期 2,017 百万円、第 19 期 2,209 百万円を想定し

ています。 

 修繕費については、第 19期 190百万円、第 20期 539百万円を想定しています。
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項目 前提条件 

なお、修繕費に関しては、物件ごとに、本資産運用会社の修繕計画をもとに、必

要と想定される額を計上しています。ただし、予想し難い要因により修繕費が発生

する可能性があることから、予想金額と大きく異なる結果となる可能性があります。 

 一般に不動産等の売買にあたり固定資産税及び都市計画税等については前所

有者と期間按分による計算を行い取得時に精算しますが、本投資法人において

は当該精算金相当分を取得原価に算入します。 

 平成 26年 7月 31日に KDX南船場第 1ビルの譲渡が完了し、第 19期に当該譲

渡による不動産等売却損を 566 百万円計上することを見込んでいます。 

 平成 26年 8月 19日に日総第 17ビルの譲渡が完了し、第 19期に当該譲渡によ

る不動産等売却損を 972 百万円計上することを見込んでいます。 

営業外費用 

 本日開催の役員会で決定した新投資口の発行及び投資口売出しにかかる費用

は 125 百万円を想定しています。当該費用は、定額法により 3 年間で償却するこ

とを前提としています。 

 支払利息等（融資関連費用等を含みます。）は、第 19 期 1,408 百万円、第 20 期

1,400 百万円を想定しています。 

特別損益  特別損益については見込んでいません。 

借入金及び投資法人債 

 平成 26 年 11 月 6 日現在において、179,385 百万円の借入金残高、及び 8,300

百万円の投資法人債発行残高があります。 

 今回募集する新投資口の発行により調達した資金を、上記の運用資産の項目に

記載した 5物件の取得資金に充当し、残余資金 9,417百万円は既存借入金の一

部期限前返済資金に充当することを前提としておりますが、今回募集する投資口

の発行価格により、当該一部期限前返済に充当する金額は変動する可能性があ

ります。 

 平成 26年 11月 6日現在の借入金については、上記 9,417百万円の一部期限前

返済を行うほか、第 20 期中に返済期限が到来する借入金 15,635 百万円につい

て、50百万円の約定弁済を行う以外は全額借換えを行うことを前提としています。 

 第 20期中に償還期限の到来する投資法人債はないことを前提としています。 

発行済投資口数 

 発行済投資口数については、平成 26 年 11 月 6 日現在の発行済投資口数

355,010 口に、本日開催の本投資法人役員会で決議した①公募による新投資口

の発行（上限 47,685 口）及び②オーバーアロットメントによる売出しに伴う第三者

割当による新投資口の発行（上限 2,190 口）によって発行される新投資口の発行

投資口数の上限である合計 49,875 口を加えた 404,885口を前提としています。 

 上記①公募による新投資口の発行によって発行される新投資口の発行口数は、

（ａ）国内一般募集及び海外募集における国内引受会社及び海外引受会社の買

取引受けの対象口数（47,500 口）及び（ｂ）海外引受会社に付与する追加的に発

行する本投資法人の投資口を買い取る権利の対象口数（上限 185 口）の合計口

数です。 

 上記①（ｂ）海外引受会社に対して付与する追加的に発行する本投資法人の投資

口を買い取る権利の対象口数及び②第三者割当による新投資口の発行投資口

数は、それぞれ上限である 185口及び 2,190口全てが発行されることを前提として

います。 

 上記 49,875 口の発行を除き、第 20 期営業期間末まで変動がないことを前提とし

ています。 
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発行法人及びその経営陣に関する詳細な情報並びにその財務諸表が記載されます。なお、本件募集等においては米

国における証券の公募は行われません。 
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項目 前提条件 

1口当たり分配金 

 分配金(1口当たり分配金)は、本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針を

前提として算出しています。 

 1 口当たり分配金は、運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃貸収入の変動

又は予期せぬ修繕の発生等を含む種々の要因により変動する可能性がありま

す。 

1口当たり利益超過分配金 
 利益超過の分配(1口当たり利益超過分配金)については、現時点では行う予定は

ありません。 

その他 

 法令、税制、会計基準、上場規則、投信協会規則等において、上記の予想数値

に影響を与える改正が施行されないことを前提としています。 

 一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提

としています。 

 


